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京都市南区吉祥院中島町２９番地

株 式 会 社 ワ コ ー ル

代表取締役社長 伊東 知康

貸 借 対 照 表

［２０１９年３月３１日現在］

（単位：百万円）

資産の部 負債の部

科目   金額 科目   金額

流 動 資 産          ４５，７７３ 流 動 負 債          ２１，３１９

  現 金 及 び 預 金             ８５９   支 払 手 形 ２８

  受 取 手 形             １   電 子 記 録 債 務 ４２２

  電 子 記 録 債 権 １，３０４   買 掛 金             ７，５５１

  売 掛 金             １１，８９５   短 期 借 入 金 ５１０

  製 品 及 び 商 品             １８，３１８     未 払 金             ５，２５３

  原 材 料             １８１   未 払 費 用             ４６６

  仕 掛 品             ４１３ 未 払 法 人 税 等             ２，１３０

  有 償 支 給 材 料             １，０７１   賞 与 引 当 金             ２，３４０

  短 期 貸 付 金             １０，３６５   役 員 賞 与 引 当 金 ２４

  そ の 他             １，３７０   返 品 調 整 引 当 金             １，３６０

  貸 倒 引 当 金             △ ９ そ の 他             １，２３１

  固 定 負 債          １２，０７３

固 定 資 産          ９４，７８７   退 職 給 付 引 当 金 ２７０

有 形 固 定 資 産          ２，９３５     繰 延 税 金 負 債             １０，７５１

  建 物             １，２５１   資 産 除 去 債 務 ４２３

  構 築 物             ２１ そ の 他             ６２８

  機 械 装 置             ２８ 負債合計 ３３，３９３

  車 両 運 搬 具             ４４ 純資産の部

  工 具 、 器 具 及 び 備 品 ４５７ 株 主 資 本 ８０，６２３

  土 地 １，０１５ 資     本        金 ５，０００

    建 設 仮 勘 定             １１５ 資 本 剰 余 金 ６７，３３６

無 形 固 定 資 産          ５，３４０   資 本 準 備 金 ６７，３３６

  ソ フ ト ウ ェ ア            ５，２８３

  そ の 他             ５６ 利 益 剰 余 金 ８，２８６

投 資 そ の 他 の 資 産          ８６，５１１ そ の 他 利 益 剰 余 金 ８，２８６

  投 資 有 価 証 券             ６０，８３２   繰 越 利 益 剰 余 金 ８，２８６

関 係 会 社 株 式 １１，６６９

  関 係 会 社 出 資 金 ２０

  出 資 金 ７８

  長 期 貸 付 金             ５２３

  前 払 年 金 費 用 １０，０７４ 評価・換算差額等 ２６，５４４

  施 設 借 用 保 証 金 ２，５８７   その他有価証券評価差額金 ２６，５４４

  そ の 他             ７９４   

  貸 倒 引 当 金 △ ６９ 純資産合計 １０７，１６７

資産合計 １４０，５６０ 負債・純資産合計 １４０，５６０

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

                     ２０１８年４月 １日から

                      ２０１９年３月３１日まで

（単位：百万円）

科               目 金          額

  売 上 高 １０３，９８９

  売 上 原 価 ４６，４９０

売 上 総 利 益 ５７，４９８

販売費及び一般管理費 ５３，１０５

営 業 利 益 ４，３９３

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ２２

受 取 配 当 金 ３，６０８

ロ イ ヤ リ テ ィ １，２９０

為  替  差  益 １０２

そ の 他 営 業 外 収 益 ２７５ ５，３００

営 業 外 費 用

支 払 利 息 １４

そ の 他 営 業 外 費 用 ４４ ５８

経 常 利 益 ９，６３４

特 別 利 益

   株 式 報 酬 受 入 益 １８

   投 資 有 価 証 券 売 却 益 １，３８３

   固 定 資 産 除 売 却 益 ３ １，４０５

特 別 損 失

   固 定 資 産 除 売 却 損 １２ １２

       税 引 前 当 期 純 利 益 １１，０２７

法 人 税 等

法人税、住民税及び事業税 ３，０３７

    法 人 税 等 調 整 額 △ ２９１ ２，７４６

          当 期 純 利 益 ８，２８０

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

２０１８年４月 １日から

２０１９年３月３１日まで

  （単位：百万円）

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金資本準備金

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

当期首残高 ５，０００ ６７，３３６ １０，５０５ ８２，８４２ ３１，３９３ １１４，２３６

事業年度中の変動額

  剰余金の配当 △１０，５００ △１０，５００ △１０，５００

  当期純利益 ８，２８０ ８，２８０ ８，２８０

株主資本以外の

項目の当事業年度

変動額（純額）

△４，８４９ △４，８４９

事業年度中の変動額

合計
－ － △２，２１９ △２，２１９ △４，８４９ △７，０６８

当期末残高 ５，０００ ６７，３３６ ８，２８６ ８０，６２３ ２６，５４４ １０７，１６７

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



4

個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法により、その他有価証券のうち時価のあるものは期末決算日

の市場価格等に基づく時価法、また時価のないものは移動平均法による原価法により評価しております。なお、その

他有価証券の評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

                                  

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

   先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）により評価して

   おります。

２．固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産の減価償却の方法

主として定率法によっております。ただし、直営店舗の建物並びに２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については定額法によっております。

      主な耐用年数は以下のとおりであります。

          建物及び構築物      ２～２０年

          機械装置及び車両運搬具  ２～ ８年

          工具、器具及び備品    ２～２０年

（２）無形固定資産の減価償却の方法

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）によ

る定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金   … 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

（２）賞与引当金   … 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３）役員賞与引当金 … 役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（４）返品調整引当金 … 売上高と戻り高の対応関係を明確にするため、過去の返品率等を勘案し、将来の返品に伴う

損失予想額を計上しております。

（５）退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき決算日において発生していると認められる額を計上しております。

              数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（１２年）による定額法により按分した額を、それぞれの発生の翌事業年度から費用処理し

ております。

              また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理・・・・・・税抜方式によっております。
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（表示方法の変更に関する注記）

「税効果会計に係る会計基準」の一部改正（企業会計基準第２８号 平成３０年２月１６日）を当事業年度の期首から適用しており、

繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額          ７，００９百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権               １１，６３８百万円

長期金銭債権                  ５１０百万円

短期金銭債務              ２，２６８百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

      売上高                  １，５３５百万円

仕入高                 ２４，６８６百万円

      原材料有償支給高              ８，６１３百万円

その他営業取引高            ４，６７３百万円

営業取引以外の取引高           ３，６０５百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の数

  普通株式                １００，０００株

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

    金銭での配当               １０，５００百万円

３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

  ２０１９年６月２４日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案することを予定

しております。

①金銭での配当金総額           ８，２００百万円

   ②１株当たり配当金額            ８２，０００円

    ③基準日              ２０１９年３月３１日   

    ④効力発生日            ２０１９年６月２５日

  なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  繰 延 税 金 資 産

未 払 事 業 税 ２０６百万円

返 品 調 整 引 当 金 ３９４百万円

在 庫 の 評 価 減 ５４０百万円

賞 与 引 当 金 ７１６百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 ２４百万円

有 価 証 券 評 価 減 １９１百万円

長 期 前 払 費 用 １７１百万円

資 産 除 去 債 務 １２９百万円

退 職 給 付 引 当 金 ８２百万円

そ の 他    ６０７百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計       ３，０６５百万円

評 価 性 引 当 金 △２７１百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 ２，７９４百万円

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価差額金    １１，２２８百万円

前 払 年 金 費 用        ２，２４１百万円

そ の 他       ７６百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 １３，５４５百万円

        

繰 延 税 金 負 債 の 純 額   １０，７５１百万円
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（1） 金融商品に対する取組方針

  当社は、資金運用については一定の条件と制限を設けて投資適格範囲を定め、その投資適格範囲内で運用しております。

資金調達については、当社資金の有効活用により削減する方針であり、資金調達の必要が生じた場合には、銀行借入によ

り調達する方針です。デリバティブは、外貨建て取引における為替変動リスクや借入金の金利変動リスクおよび保有する

株式の株価変動リスクを回避するために利用する場合がありますが、投機的な取引は行いません。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

  投資有価証券は、主に債券および株式で構成されております。市場価格の変動により当社の業績及び財政状態に悪影響

を与える可能性があり、定期的に公正価値の把握を実施しております。

売掛債権である受取手形、電子記録債権および売掛金の顧客信用リスクは、当社の管理規程に従ってリスク低減を図っ

ております。

（3） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

  公正価値の見積りは、当該金融商品に関連した市場価格情報及びその契約内容を基礎として期末の一時点で算定された

ものであります。これらの見積りは実質的に当社が行っており、不確実性及び見積りに重要な影響を及ぼす当社の判断を

含んでおります。このため、想定している前提条件の変更により上記の見積り公正価値は重要な影響を受ける可能性があ

ります。

（4） 信用リスクの集中

当社の事業は、主として日本の小売業界における多数の取引先に対する婦人下着の販売によって構成されており、その

取引先には大手の百貨店、量販店及びその他の一般小売店等が含まれます。イオングループに対する売上実績を合計する

と、当社の売上高に対して、２０１９年３月期では、約１３.５％を占めます。なお、取引先１社で売上高の１０％以上

を構成する販売先はイオンリテール株式会社であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

２０１９年３月３１日における貸借対照表価額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注２）を参照ください。）

                                               （単位：百万円）

貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

（１）    現金及び預金

（２）    受取手形

（３）    電子記録債権

（４）    売掛金

（５）    短期貸付金

（６）    投資有価証券

（７）    関係会社株式

（８）    長期貸付金

（９） 支払手形

（１０） 電子記録債務

（１１） 買掛金

（１２） 短期借入金

（１３） 未払金

（１４） 未払法人税等

８５９

１

１，３０４

１１，８９５

１０，３６５

５９，４３４

５３６

    ５２３

（２８）

（４２２）

（７，５５１）

（５１０）

（５，２５３）

    （２，１３０）  

８５９

１

１，３０４

１１，８９５

１０，３６５

５９，４３４

６，５４５

    ５２３

（２８）

（４２２）

（７，５５１）

（５１０）

（５，２５３）

    （２，１３０）

―

―

―

―

―

―

６，００９

―

―

―

―

―

―

―

（＊）負債に計上されているものについては、（）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（１）現金及び預金、（２）受取手形、（３）電子記録債権、（４）売掛金、（５）短期貸付金

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（６）投資有価証券

   株式の公正価値は、十分な取引量と頻度のある活発な市場における未調整の公表価格により評価しております。また債

券の公正価値については、金融機関等により評価された市場価格に基づく評価額を使用しております。
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（７）関係会社株式

   関係会社株式の時価は、十分な取引量と頻度のある活発な市場における未調整の公表価格により評価しております。ま

た、貸借対照表価額は、取得原価にて行っております。

（８）長期貸付金

   当期末においては、残高が少額のため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（９）支払手形、（１０）電子記録債務、（１１）買掛金、（１２）短期借入金、（１３）未払金、（１４）未払法人税等

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

投資有価証券への投資（貸借対照表計上額１，３９８百万円）、関係会社出資金（貸借対照表計上額２０百万円）、出資

金（貸借対照表計上額７８百万円）、関係会社株式（貸借対照表計上額１１，１３３百万円）、施設借用保証金（貸借対

照表計上額２，５８７百万円）については、公正価値を容易に算定することが出来ないため、取得原価で計上しており

ます。これらについては毎年あるいは、必要となる事象が生じた場合に、一時的でない評価損についての判定を行って

おります。

（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社等

属性 名称
議決権等の
被所有割合

(％)
関係内容

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
㈱ﾜｺｰﾙ

ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

被所有

100

役員の兼任

経営指導

資金の貸付

（注）
△1,475 短期貸付金 10,341

利息の受取

（注）
10 ―     ―

(注)資金の貸付・利息の受取については、市場金利を勘案して決定しております。

２．兄弟会社等

属性 名称
議決権等の
被所有割合

(％)
関係内容

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社の

子会社
ﾜｺｰﾙｻｰﾋﾞｽ㈱ なし

債務の決済業務の
委託

ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ

（注）

50,657 買掛金 3,790

11,746 未払金 570

（注）価格その他の取引条件は、当社の採算を考慮の上、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額         １，０７１，６７５円 １１銭

１株当たり当期純利益           ８２，８０９円 ９２銭

（重要な後発事象に関する注記）

   該当する事項はありません。


